
情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１７９回）議事録 

 

１ 日時 令和６年４月９日（火）１４：００～１５：０５ 

 

２ 場所 Ｗｅｂ会議による開催 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

尾家 祐二（分科会長）、森川 博之（分科会長代理）、伊丹 誠、 

井上 由里子、江﨑 浩、上條 由紀子、國領 二郎、三瓶 政一、 

高田 潤一、高橋 利枝、長谷山 美紀、増田 悦子 

（以上 12 名） 

（２）専門委員（敬称略） 

   小瀬木 滋、平田 晃正（以上２名） 

（３）総務省 

＜国際戦略局＞ 

田原 康生（国際戦略局長）、豊嶋 基暢（官房審議官） 

＜総合通信基盤局＞ 

 今川 拓郎（総合通信基盤局長）、荻原 直彦（電波部長）、 

 中村 裕治（電波政策課長）、廣瀬 照隆（基幹・衛星移動通信課長）、 

 内藤 新一（電波環境課長）、道方 孝志（電波環境課企画官） 

（４）事務局 

  片山 寅真（情報流通行政局情報通信政策課総合通信管理室長） 

 



４ 議 題 

（１）答申案件 

  ①「電波防護指針の在り方」のうち「吸収電力密度の指針値の導入等」に

ついて 

【平成 25 年 12 月 13 日付け諮問第 2035 号】 

 

  ②「携帯電話端末等の電力密度による評価方法」のうち「6GHz～10GHz に

おける吸収電力密度の測定方法等」について 

【平成 30 年 4 月 25 日付け諮問第 2042 号】 

 

  ③「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「90GHz 帯滑走路面異

物検知レーダーに関する技術的条件」について 

【昭和 60 年 4 月 23 日付け電気通信技術審議会諮問第 10 号】
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開  会 

 

○尾家分科会長  皆さん、こんにちは。ただいまから情報通信審議会第１７９回情報通

信技術分科会を開催いたします。 

 本日はＷｅｂ会議にて会議を開催しており、現時点で委員１４名中１２名が出席し、

定足数を満たしております。 

 Ｗｅｂ会議となりますので、皆様、御発言の際には、マイク及びカメラをオンにして、

名のっていただいて御発言をお願いいたします。また、本日の会議の傍聴につきまして

は、Ｗｅｂ会議システムによる音声のみでの傍聴とさせていただいております。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいります。本日の議題は、

答申案件３件でございます。 

 

議  題 

 

（１）答申案件 

①「電波防護指針の在り方」のうち「吸収電力密度の指針値の導入等」について 

【平成２５年１２月１３日付け諮問第２０３５号】 

 

○尾家分科会長  初めに、平成２５年１２月１３日付け諮問第２０３５号、「電波防護指

針の在り方」のうち「吸収電力密度の指針値の導入等」につきまして、平田主査から御

説明をお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○平田主査  電波利用環境委員会の主査を務めております平田でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 同委員会において、「電波防護指針の在り方」のうち「吸収電力密度の指針値の導入等」

についての検討を行っております。取りまとめましたものを資料１７９－１－１に基づ

き、御報告いたします。 

 まず、２ページ目を御覧ください。検討の背景についてでございます。日常生活のあ

らゆる分野におきまして電波利用が浸透する中、電波が人体の健康に好ましくない影響

を及ぼすのではないかという不安や疑問も提起されております。 
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 我が国では、電波防護指針において、人体の健康に好ましくない影響を及ぼさない電

波の強さを指針値などで定めておりますが、これまでの答申は表のとおりでございます。 

 国際ガイドラインでございますＩＥＥＥ規格及び国際非電離放射線防護委員会、ＩＣ

ＮＩＲＰと訳しますが、そちらのガイドラインが２０１９年及び２０２０年に改定を行

い、６ＧＨｚを超える周波数において、新たに吸収電力密度という指標を用いた指針値

が定められております。このことを踏まえ、我が国の電波防護指針を国際ガイドライン

と調和させることを念頭に置き、吸収電力密度の指針値の導入などについて検討したも

のでございます。 

 ３ページ目を御覧ください。電波防護指針における構成となっております。今回の対

象となる周波数帯は熱作用が確立された再現性のある影響の中で最も低い閾値となっ

ております。その閾値に安全係数を加味することで基礎指針が設けられております。基

礎指針は、人体が電磁界にさらされるときに人体に生じる各種の生体作用に基づいて人

体の安全性を評価するための基礎的な指針でございます。また、物理量については基本

制限と呼ばれております。また、その中で、６ＧＨｚ以上の周波数帯における局所的な

ばく露が今回の議論の対象となり、局所吸収指針の一部となります。 

 続きまして、４ページとなります。その詳細について御説明いたします。現行の高周

波における評価指標については、御覧のとおり、全身平均ＳＡＲと６ＧＨｚまでの周波

数帯では局所ＳＡＲ、６ＧＨｚ以上の周波数帯では入射電力密度となっております。Ｓ

ＡＲについては、体内の誘導物理量である一方、入射電力密度については、人体外の物

理量となっております。 

 ５ページに移らせていただきます。平成３０年における電波利用環境委員会報告での

見解となります。入射電力密度のうち体内に吸収される透過電力密度、現在の吸収電力

密度と同一でございますが、この割合はおおむね５０％以上であるため、透過電力密度

の基本制限値の導入による入射電力密度の許容値への影響は周波数により変化するも

のの、その変化量は約２倍以下であることから、入射電力密度を用い、制約的な指針値

を設定するとしておりました。当時、吸収電力密度あるいは透過電力密度の導入に関す

る議論は国際的にもございましたが、その基準に関わる議論は十分ではございませんで

した。そのため、平成３０年には定めることは適当ではないとの結果となり、国際ガイ

ドラインの改定状況を踏まえ、随時、見直すことが重要であると述べております。 

 また、国際ガイドラインにおいて、リアクティブ近傍界については、入射電力密度を
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用いることの限界、そして、吸収電力密度を用いた評価が推奨されております。リアク

ティブ近傍界とは、一義的には定められませんが、アンテナから約６分の１波長程度の

近傍における領域のことを指しております。 

 ６ページ目に移らせていただきます。おおむね６ＧＨｚを超えると電波の吸収、加熱

の大部分は、皮膚またはその周辺組織で生じることから、浸透深さより厚さのある質量

１０グラムでの平均化された局所ＳＡＲは、局所温度上昇の適切な評価指標としては十

分ではなく、電力密度が表面温度上昇とよい相関を示すため、吸収電力密度が評価指標

として適切となってまいります。 

 なお、１０グラムは立方体を仮定しますと２.２センチの深さに相当し、６ＧＨｚでの

浸透深さは８ミリ程度でございます。 

 ＳＡＲ及び吸収電力密度のそれぞれについて、温度上昇との関係を分析した研究も報

告されており、６ＧＨｚ以上においては、吸収電力密度のほうが温度上昇とより優れた

相関があること、また、入射角にあまり依存せず、入射電力密度と比較して一貫性があ

ることが確認されております。 

 ７ページに移らせていただきます。局所的、つまり空間的に均一ではないばく露を評

価対象とする場合には、平均化する面積が重要となってまいります。平均化面積は４平

方センチメートルがこれまでも用いられてきましたが、この面積はＳＡＲ平均化質量１

０グラムの１つの面、一辺２.２センチメートルの正方形の面におおむね相当しており

ます。 

 この４平方センチメートルを用いて局所的なばく露の温度上昇を面積平均の入射電

力密度で除した割合は、平面波が均質媒質に入射する状態を仮定した１次元解析の結果

に比べて、約３０ＧＨｚまでは小さい、つまり、制約的な制限となっております。一方、

３０ＧＨｚを超えてまいりますと大きくなる場合もございます。 

 このため、国際ガイドラインでは、６ＧＨｚを超えて３００ＧＨｚの範囲の平均化面

積に４平方センチメートルの正方形を用いた上で、３０ＧＨｚを超え、３００ＧＨｚ以

下において局在化したばく露に対し、追加的に１平方センチメートルの正方形の空間平

均に対する制限を課しております。 

 その際、平均化面積１平方センチメートルでの制限値について、平均化面積４平方セ

ンチメートルでの制限値の２倍とすることの妥当性が確認されております。こちらにつ

きましては、理論的に導出することが可能でございます。 
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 続きまして、８ページに移らせていただきます。ＩＣＮＩＲＰの考え方についての説

明となります。タイプ１、２という組織の定義がございまして、タイプ１は表面組織を、

タイプ２は体内の熱などに弱い組織に相当いたします。６ＧＨｚ以上では、主に皮膚の

カウントからの防護になりますので、タイプ１、特に皮膚温度上昇について、健康への

悪影響の運用上の閾値を５℃と設定し、それを下回るように制限しております。 

 これには多層平板モデル、人体を複数の皮膚、脂肪などで近似したモデルに平面波を

入射し、吸収電力密度における検討から２００Ｗ／㎡の吸収電力密度に相当するという

ことが述べられております。 

 この知見に基づき、指針値案を導出し、９ページの表に示しております。国際ガイド

ラインとの調和を考慮した上での設定となります。 

 具体的には、基本制限、電波防護指針の管理環境に相当の指針値は、健康への悪影響

の運用上の閾値２００Ｗ／㎡に基づくものでございます。職業ばく露の指針値は、この

閾値に低減係数２が適用された１００Ｗ／㎡とされております。 

 電波防護指針の一般環境に相当する一般公衆では、低減係数１０がさらに適用されて、

指針値は２０Ｗ／㎡とされています。 

 続きまして、１０ページに移らせていただきます。適用除外についてでございます。

防護指針の適用が不要と申しますか、十分な電力が低いという見積りとなりますが、製

品などの適合性評価をする際、一定以下の出力であれば評価を不要とするものでござい

ます。入射された全ての電力が平均化領域において吸収される最悪条件を想定したもの

となり、吸収電力密度については、指針値に対応する平均化面積を乗じたものとなりま

す。この計算値を表に示しております。 

 また、局所吸収指針においても複数の周波数の電波ばく露をする場合につきましても、

安全側の評価となるように、それぞれの周波数の電波により、最も強くばく露される領

域が重なる最悪事例も考慮し、各周波数成分の指針値に対する割合の総和が１を超えて

はならないと定めております。この関係は、吸収電力密度の指針値を導入した場合であ

っても同様の考え方が適用されます。 

 １１ページに移らせていただきます。基本制限及び基礎指針の見直しに関するもので

ございます。基本制限の枠組みについてでございますが、吸収電力密度の指針値は、管

理指針の局所吸収指針に組み込まれるべきものである一方、基本制限には健康への有害

な影響に至る可能性のある電波ばく露による「生体内現象と直接関連する物理量」につ
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いての制限値と定義されております。 

 そのため、吸収電力密度というのは、生体内で吸収される単位面積当たりの電力であ

り、生体内現象と直接関連する物理量にも当てはまります。このことから、吸収電力密

度だけではなく、全身平均ＳＡＲ及び局所ＳＡＲも同様に、今回、組み込みすることが

適当であるとの議論となりました。 

 下の部分に移らせていただきますと、基礎指針４（ｂ）においては、「３ＧＨｚ以上の

周波数においては、目への入射電力密度が１０ｍＷ／ｃｍ２以下とすること。」との注意

事項が定められております。 

 この指針ですが、共同指針及び補助指針の指針値に適合するのであれば、基礎指針４

（ｂ）の注意事項も満たすことになります。電波防護指針の適用手順としては、まず、

管理指針による評価を行い、それを満たさないことが示された場合には、基礎指針また

は基本制限に立ち戻った評価を行うこととされております。その場合、手順の重複とな

ることから、基礎指針４（ｂ）の注意事項については削除することが適当であると考え

られます。 

 １２ページにそれをまとめたものを示しておりまして、下線部に相当するものが新た

な変更点となっております。基本制限の全身平均ＳＡＲ、局所ＳＡＲ、吸収電力密度と

いう部分と、局所吸収指針における吸収電力密度の導入となります。 

 最後に１３ページとなりますが、電波利用環境委員会では、これまでも国際ガイドラ

インとの調和を念頭に入れた議論を行ってまいりました。また、我が国の電波防護指針

について、将来決定されると見込まれるそれらの国際ガイドラインの改定版と整合させ

るよう検討が望ましいとの意見を加えて、まとめさせていただいております。こちらに

示しておりますＷＨＯ、そして、国際ガイドラインでありますＩＣＮＩＲＰ及びＩＥＥ

Ｅの２つの国際ガイドラインを含む形となりまして、今回もそのように議論を行ってま

いりました。 

 また、同時に、国際ガイドライン間でも不一致の部分が存在しております。このため、

科学的なアプローチに基づく研究の推進を継続するとともに、その際には、国際的な協

調を視野に入れつつ、我が国として戦略的に取り組んでいくことが適当であるという意

見もございました。 

 以上、電波利用環境委員会からの報告とさせていただきます。基礎指針、基本制限な

ど定義の変更などもございますので、関連して整合が取れるようにエディトリアルな修
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正も加えております。それらを踏まえて、防護指針全文を答申案として御審議をお願い

する次第でございます。よろしくお願いいたします。 

○尾家分科会長  ありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきまして、

御意見、御質問がございましたら、チャット機能にてお知らせくださいませ。いかがで

しょうか。 

 高田委員、お願いいたします。 

○高田委員  東工大の高田です。平田主査、御説明ありがとうございます。 

 すみません、ちょっと今回の御報告から外れてしまう質問になるかもしれないですが、

実際に、この防護指針に適合しているかどうかの測定というのは、吸収電力の場合にど

のように行うのか、教えていただいてもよろしいでしょうか。 

○平田主査  こちらの測定法に関しましては、続きましての諮問第２０４２号で御説明

させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○高田委員  はい、失礼しました。それでは、次の議題でよろしくお願いいたします。 

○尾家分科会長  どうもありがとうございます。そのほか、何か御質問ございませんで

しょうか。いかがでしょうか。 

 では、私から。御説明どうもありがとうございました。 

 まず、日本で規定を策定して、それを運用してきた後で国際ガイドラインが出て、そ

れとの整合性を合わせるために、今回、改定されるということを提案していただいたと

理解いたしました。前の規定と今回、国際ガイドラインで変更した部分との関係に関し

ましては、前回はかなり安全側で規定をつくって運用していたのに対して、国際的にい

ろいろ検討した中で新たな適切なガイドラインが出てきた、そういう理解でよろしいで

しょうか。 

○平田主査  はい、分科会長のおっしゃる部分もございます。それに加えまして、６Ｇ

Ｈｚから１０ＧＨｚといったところは、人体の近傍付近でもリアクティブ近傍界と呼ば

れまして、アンテナと人体が相互作用するような領域がございまして、そのような利用

が考えられるようになってまいりました。その領域では、吸収電力密度を用いて評価し

たほうがよりよいという電波利用の変化というのもございます。それを人体の安全側の

理論的な部分を詰めながら、より適切な設定ということで、吸収電力密度での評価とい

うことを提案させていただいております。これは国際ガイドラインと整合するものでご

ざいまして、実は日本側の研究でかなり決まった部分もございまして、総務省の議論で
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も当時から実施されていたものでございます。 

○尾家分科会長  はい、どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様、御質問ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 次の答申案件も関連いたしておりますので、また御質問いただいても結構ですけど、

まず、本件に関しまして、特に意見がないようでしたら、定足数も満たしておりますの

で、本件は答申書（案）のとおり、一部答申したいと思いますが、いかがでしょうか。

御異議がありましたら、チャット機能でお知らせくださいませ。 

 ありがとうございます。それでは、御異議ないようですので、資料１７９－１－３の

答申書（案）のとおり、答申することといたします。 

 ただいまの答申に対しまして、総務省の今後の行政上の対応につきましては、次の議

題と一括して御説明いただきたいと考えております。 

 

②「携帯電話端末等の電力密度による評価方法」のうち「６ＧＨｚ～１０ＧＨｚにおける

吸収電力密度の測定方法等」について 

【平成３０年４月２５日付け諮問第２０４２号】 

 

○尾家分科会長  それでは続きまして、平成３０年４月２５日付け諮問第２０４２号、

「携帯電話端末等の電力密度による評価方法」のうち「６ＧＨｚ～１０ＧＨｚにおける

吸収電力密度の測定方法等」につきまして、引き続き、平田主査から御説明をお願いい

たしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○平田主査  引き続きとなりますが、平田でございます。よろしくお願いいたします。 

 諮問第２０４２号の先ほどのものに対する測定方法などについて検討を行っており

ます。取りまとめましたものを資料１７９－２－１に基づき、御報告いたします。 

 ２ページ目を御覧いただきたいと思います。検討の背景でございます。携帯電話端末

などの人体に近接して使用される無線設備に対する安全基準については、電波防護指針

のうち、局所吸収指針が適用されます。また、電波法令については、この指針に基づい

た規制が定められております。 

 局所吸収指針では、６ＧＨｚ以下の周波数においてはＳＡＲの指針値が、６ＧＨｚを

超える周波数については入射電力密度の指針値が規定されております。それぞれ以下の

ように測定方法に関する答申がなされております。先ほど御説明させていただきました
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吸収電力密度の導入に関連いたしまして、国際電気標準会議（ＩＥＣ）では、６ＧＨｚ

から１０ＧＨｚの周波数におけるＳＡＲ測定に基づく吸収電力密度の評価方法につい

て、令和４年に公開仕様書を発行しております。 

 こうした状況を踏まえ、測定方法に関する国際的な調和を図るべく、「携帯電話端末な

どの電力密度による評価方法」のうち「６ＧＨｚから１０ＧＨｚにおける吸収電力密度

の測定方法等」について検討したものでございます。 

 ３ページ目に移らせていただきます。電波防護指針の局所吸収指針のうち、吸収電力

密度の指針値に対する適合性評価に使用する標準的な測定方法を提示するものでござ

います。具体的には、電界プローブを使用する測定方法を標準測定方法として採用し、

それを使用する上での必要な技術的条件等について規定するものであり、対象機器は２

０センチメートル以内の近傍で利用される無線設備、周波数については、御説明いたし

ました６から１０ＧＨｚとなっております。 

 ４ページ目に移らせていただきます。こちらはＳＡＲ及びＡＰＤ、吸収電力密度の定

義となっております。ＳＡＲについては、既存の測定法から変わるものではございませ

ん。ＡＰＤについては、下の式で定義されておりますが、ＳＡＲの測定値を人体表面か

ら奥行き方向に積分したものであるとお考えいただければと思います。 

 続きまして、５ページになります。測定の実施方法についての説明となります。模擬

的な人体モデルを用いてばく露状態を実現することにより、体表に生じるであろう吸収

電力密度を実験的に推定するものとなります。 

 人体の電気的な特定を模擬した液剤を充塡したファントム内部の電界分布を電界プ

ローブを用いて高精度に測定し、その測定値から８グラム平均の局所ＳＡＲを算出し、

さらに、この局所ＳＡＲの算出結果から平均化面積４平方センチメートルにおける吸収

電力密度を算出するものでございます。８グラムの立方体は一辺２センチの立方体に相

当いたしますので、その表面の面積が４平方センチメートルになります。 

 続きまして、６ページ目において、測定の手順を示しておりますが、基本的にはＳＡ

Ｒの測定法において、空間的に最大となる点を操作し、局所最大ＳＡＲから最大吸収電

力密度へ変換する手順となります。 

 続きまして、７ページ目において、ＳＡＲを先ほど示しておりますＡＰＤに変換する

ための係数を乗ずるという作業について述べさせていただいておりますが、これまでが

立体形状であったＳＡＲに対して、ＡＰＤにつきましては、それを奥行き方向に積分す
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る形になりますので、その変換係数である２０というものを掛けることによって導出す

ることができます。 

 続きまして、８ページ目では、測定系の評価試験、計測装置の較正、測定方法の適用

対象の拡大などについて説明しております。基本的には、これまでのＳＡＲに準ずるも

のとなっております。また、今後の無線機器の実用化動向、国際的な規格化動向を踏ま

えて、継続的な検討を行っていく必要があると考えております。 

 ９ページ目についてでございます。６ＧＨｚ以下の周波数と６ＧＨｚ超の周波数の電

波を同時に送信する端末などにおける評価を定義したものであり、ＳＡＲ及び吸収電力

密度の指針値で比較したものを足し合わせて、総合照射比、ＴＥＲと書かせていただい

ておりますが、それを導出し、それが１を超えていないかどうかということを評価する

ものでございます。こちらの考え方については、従来のものを延長するという形になっ

ております。 

 続きまして、１０ページは、６ＧＨｚをまたぐ帯域があった場合となります。帯域を

６ＧＨｚ以下と６ＧＨｚ超に分けて測定することは困難であることから、無線設備の実

際の使用状態において、１０グラム平均の局所最大ＳＡＲ及び吸収電力密度の両方を同

じ帯域においてそれぞれ測定し、局所ＳＡＲ及び吸収電力密度両方の測定結果が指針値

以下となるかを個別に評価するという安全側の評価を行うこととしております。 

 以上が説明となり、電波利用環境委員会からの報告とさせていただき、答申（案）と

して御審議をお願いする次第でございます。よろしくお願いいたします。 

○尾家分科会長  どうもありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきま

して、御意見、御質問がございましたら、チャット機能にてお申し出ください。いかが

でしょうか。 

 高田委員、お願いいたします。 

○高田委員  先ほどは不用意な質問で失礼しました。 

 今、御説明いただいて、今回の測定の意義は理解しました。１つ質問ですが、今回、

測定、１０ギガ以下ということで、最初に周波数が１０ギガ以下だとリアクティブ電力

の影響があるので、吸収電力を測定するというお話があったと思いますが、基本的に防

護指針が３００ＧＨｚまでとなっているということは、１０ＧＨｚ以上については、従

来の入射電力による測定で特に問題ないという考えでよろしいのか、教えていただきた

いと思って質問しました。 



－10－ 

○平田主査  委員がおっしゃるとおりでございまして、１０ＧＨｚを超える、特に５Ｇ

などの２０ＧＨｚ帯におきましては、従来どおりの入射電力密度での評価で十分である

と考えております。その間の周波数体につきましては、まだ議論が十分ではないところ

もございますので、今後も国際動向を注視してまいりたいと思っております。 

○高田委員  御説明ありがとうございました。承知しました。 

○尾家分科会長  それでは、三瓶委員、お願いいたします。 

○三瓶委員  すみません、今の高田委員の御質問で解決しましたので結構です。ありが

とうございました。 

○尾家分科会長  はい、承知しました。どうもありがとうございます。そのほか、何か

御質問ございませんでしょうか。いかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 では、評価方法、測定方法に関して、御理解が進んだかと思います。それでは、ほか

に意見、質問がないようでしたら、定足数を満たしておりますので、本件は答申書（案）、

資料１７９－２－３のとおり、一部答申したいと思いますが、いかがでしょうか。御異

議がある場合にはチャット機能でお知らせくださいませ。 

 ありがとうございます。それでは、資料１７９－２－３の答申書（案）のとおり、答

申することといたします。平田主査、どうもありがとうございました。 

 それでは、２つの答申に対しまして、総務省から、今後の行政上の対応について御説

明を伺えるということですので、よろしくお願いいたします。 

○今川総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の今川でございます。本日は一部答申をい

ただき、厚くお礼申し上げます。 

 本日、電波防護指針関連で２件、御答申をいただきましたけれども、これらは適切な

人体防護に不可欠なものでございます。国際ガイドラインとの調和を図る観点から、吸

収電力密度の指針値を導入するとともに、６ＧＨｚから１０ＧＨｚの帯域における測定

方法を定めることで、電波を安全で安心して利用できる環境の構築につながっていくも

のと期待しております。総務省といたしましては、本日いただいた答申を基に、速やか

に関係制度の改正を行い、制度化を進めたいと考えております。尾家分科会長、本日御

説明いただきました電波利用環境委員会の平田主査をはじめとして、委員、専門委員の

皆様に重ねてお礼を申し上げますとともに、引き続き、今後とも御指導賜りますよう、

よろしくお願い申し上げます。 
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 私からは以上でございます。 

○尾家分科会長  今川局長、どうもありがとうございました。 

 

③「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「９０ＧＨｚ帯滑走路面異物検知レー

ダーに関する技術的条件」について 

【昭和６０年４月２３日付け電気通信技術審議会諮問第１０号】 

 

○尾家分科会長  それでは続きまして、昭和６０年４月２３日付け電気通信技術審議会

諮問第１０号、「航空無線通信の技術的諸問題について」のうち「９０ＧＨｚ帯滑走路面

異物検知レーダーに関する技術的条件」につきまして、小瀬木主査から御説明をお願い

いたしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○小瀬木主査  航空・海上無線通信委員会、小瀬木と申します。御紹介させていただき

ます。 

 今回御報告いたしますのは、資料１７９－３－１に基づきまして御説明いたします。

この資料は、同じく１７９－３－２の委員会報告書の概要をスライドにまとめたもので

ございますので、章の構成は同一となっております。では、進めさせていただきます。 

 １ページ目に書いてございますのは、９０ＧＨｚ帯滑走路面異物検知レーダーに関す

る技術的条件の検討の背景でございます。２０００年に、フランスのシャルル・ドゴー

ル空港で、コンコルドが離陸直後にエンジン火災を起こして墜落する痛ましい事故がご

ざいました。事故調査の結果、離陸滑走中に滑走路上にあった４０センチほどの金属片

を踏んでタイヤが破裂し、その破片が燃料タンクを損傷して、発火、炎上に至ったとい

うことが判明いたしております。 

 以来、航空の分野におきまして、空港滑走路面における異物、Ｆｏｒｅｉｇｎ Ｏｂ

ｊｅｃｔ Ｄｅｂｒｉｓ、ＦＯＤとよく略して呼ばれておりますが、その除去について

重要性が指摘されておりまして、効率的に異物を除去する検知レーダーなどのミリ波シ

ステムが提案されてきております。 

 この要件といたしまして、航空機から落下するボルト、ナット等の非常に細かな金属

片もございますので、これも安全上に非常に重大な影響を及ぼすことがございます。３

センチ程度の異物を検知できること、過密な空港にも対応できるように検知の高速性が

求められております。 
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 近年、ミリ波を使いました９０ＧＨｚ帯滑走路面異物検知レーダーが開発されており

まして、この報告書は、このシステムの技術的条件を検討したものでございます。 

 レーダーの特徴と導入効果につきましては、このスライドの右下に書いてございます。

特徴といたしましては、ミリ波を使いまして効率的なシステムをつくるために、光ファ

イバー接続、光ファイバー網を活用して、滑走路周囲に設置可能であること、滑走路全

体を１０秒程度でスキャンすることなどの特徴がございます。 

 導入効果といたしまして、事故回避に加えまして、定時性の確保など、経済的な効果

が期待されております。そして、ＦＯＤにより滑走路をクローズする時間を短縮するた

めでございまして、特に滑走路利用率が高い大規模空港では、経済効果は非常に有効と

なると期待されております。 

 次に移ります。２ページ目ですが、ＦＯＤ検知装置の国内導入状況ということで御説

明いたします。国土交通省で行っております関係機関からなる滑走路面異物検知装置導

入検討会が令和３年度に設置されて、ここで検討が進められております。図にございま

すとおり、現状では異物の検知は操縦士、整備士、管制官等からの通報をきっかけとい

たしまして、点検するかどうかの判断、そして実際に滑走路点検等を実施してきており

ます。これをレーダーを用いて、レーダー検知をきっかけとしまして、カメラ確認、点

検判断、滑走路点検が行われるということを想定して検討が進められてきております。

これによりまして常時監視が可能となり、カメラ画像を活用した点検判断の迅速化を期

待できると言われております。また、滑走路点検につきましても、異物落下位置が特定

できることから、点検時間を短縮でき、効率的な空港運用が図られると想定されており

ます。 

 次、お願いします。３ページ目ですが、９０ＧＨｚ帯滑走路面異物検知レーダーの国

際的な標準化動向についてまとめてございます。ＩＴＵ－Ｒの下、ＳＧ５のグループの

中で、ＷＰ５Ｂにおきまして、無線標定を取り扱うＷＰ５Ｂ１で標準化が進められてお

ります。本件は世界的に無線標定及び無線航行業務に割り当てられております９２から

１００ＧＨｚ帯を対象としております。現在、３つの文書が発行済み、１つの文書が継

続審議中、もうすぐまとまるというところまできております。 

 次、お願いします。このページは、本レーダーの技術仕様におきまして、ＩＴＵ－Ｒ

報告書Ｍ．２５０１－０に定められております。今回の技術的検討につきましては、こ

の技術仕様に沿って検討が進められてきております。周波数は９２から１００ＧＨｚを
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対象としておりまして、チャネルプランは、ここにありますように、一番広いもので８

ＧＨｚ、ほぼ全体を使用するもの、それから、複数のチャネルに分かれているものが幾

つかございまして、合計５つのパターンがございます。今回の検討では、このチャネル

プランを想定して行ってきております。 

 次、お願いします。報告の第２章におきましては、９０ＧＨｚ帯滑走路異物検知レー

ダーの周波数と共用検討を実施した結果をまとめてございます。共用検討は４つのパタ

ーンで実施されてきておりまして、①は複数の本検討対象のレーダー同士の干渉につい

て、②は同様の帯域で分配されております電波天文業務との共用性、③は隣接帯域でご

ざいますが、地球探査衛星業務、受動型のものにつきまして検討しております。後で出

てまいりますが、具体的にはＧＯＳＡＴ－ＧＷ、温室効果ガス・水循環観測技術衛星と

呼ばれておりまして、これに搭載された高性能のマイクロ波放射計、ＡＭＳＲ３と呼ば

れておりますものがございます。これが２０２４年度打ち上げ予定と伺っております。

④につきましては、同様な帯域となりますが、地球探査衛星業務、能動型についてでご

ざいます。具体的には、ＥａｒｔｈＣａｒｅと呼ばれる衛星に搭載される雲プロファイ

リングレーダー（ＣＰＲ）でございます。こちらも２０２４年度以降、打ち上げ予定と

伺っているところです。 

 これらの検討につきましては、令和２年３月に技術試験が行われてきております。空

港滑走路における９０ＧＨｚ帯ＦＯＤレーダーの導入に向けた周波数有効利用に関す

る調査検討報告書がまとめられてきております。今回の検討につきましては、この報告

書の結果を基本的に踏襲しております。①から③につきましては、技術試験事務の際の

検討結果で、既に共用可能との合意に至っております。④につきましては、技術試験事

務の際は、９４から９４.１ＧＨｚは共用不可という結論でございましたが、後ほど御説

明いたします追加の検討で、動的解析を実施することによりまして、共用可能との合意

に至っております。 

 次、お願いいたします。このページにつきましては、共用検討の前提条件を示したも

のでございます。全てのシステム共通で、１滑走路当たり４８台のレーダーが設置され

ている最悪の条件を想定してございます。 

 まず、１空港当たり最大の滑走路数は、国内最大では羽田が４本でございますが、最

悪条件として、６本として検討を進めてございます。 

 また、レーダーの出力は２０ｄＢｍ、１００ミリワットといたしまして、滑走路面の
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反射波が影響を与える場合、２２ｄＢの減衰があると仮定いたしております。 

 また、技術試験事務の結果からの相違点といたしましては、次の３つがございます。

１つは、レーダーの覆域を向上させることを想定いたしまして、空中線の半値幅を１度

以下から垂直面、水平面の半値幅が５度以下と変更してございます。 

 そして、これに伴いまして、主たる輻射方向は１度以上下の方向に向けることを最初

は想定しておりましたが、この変化に応じまして、１度より広い半値幅に対応するため、

主な輻射方向は、水平面より主輻射の角度の幅以上下方、幅を超えて下に向けるという

ことに変更してございます。 

 また、３番目といたしまして、異物の多様な形状に対応することを想定いたしまして、

偏波面につきましては、以前は直線偏波としてございましたが、垂直及び水平偏波から

偏波を指定しないということに変更してございます。 

 これらの変更につきましては、共用検討の結果には影響を及ぼさない、追加的な検討

事項はないことが確認されてきてございます。 

 次、お願いいたします。７ページ目は、このレーダー相互の共用検討の結果です。滑

走路の数に応じて必要な離隔距離が表にまとめられております。最大で滑走路６本の空

港を想定した場合、同じ周波数を用いるレーダー同士の場合は７８キロの離隔距離を取

ることで共用可能となってございます。なお、同一空港内、複数滑走路において、空港

内の全てのレーダーの回転を同期してお互いに電波が照射しない、向いているときに照

射しないということをやりますと、同一周波数帯でも用いることが可能となるという技

術的な検討結果も得られております。 

 次、お願いします。このページは、電波天文業務との共用結果です。電波天文業務の

受信設備と正対して設置する場合、離隔距離を１１２キロメートル確保する必要がある

ことが分かっております。これが不可能な場合は、アンテナを電波天文業務の受信設備

に向けず、背面方向に設置いたしまして、放射電力が－８９.７ｄＢｍ以下となるように

遮蔽板を設けることなどといたしまして、共用可能という条件が分かりました。 

 条件に応じて、離隔距離をまとめたものが下の表にございます。１１２キロ、それか

ら隣接周波数にした場合、それから、同一周波数でも後ろ向けに設置した場合でかなり

大きな違いがございまして、１メートル未満とすることもできます。 

 次のページをお願いいたします。これは３番、４番の御説明となりますが、地球探査

衛星業務の受動型、能動型との共用検討の結果をまとめたものです。 
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 受動型との共用検討結果につきましては、干渉電力の合計値が干渉許容電力密度を下

回っておりますので、原理的に共用可能となっております。 

 次に、能動型との共用検討結果について御説明いたします。地球探査衛星業務（能動）

型につきましては、技術試験事務の中で共用検討が行われておりまして、９４から９４.

１ＧＨｚ以外の周波数を使用する場合は共用可能となっております。本検討で行われま

した追加の検討につきましては、ＩＴＵ－Ｒ Ｍ．[ＦＯＤ ＥＥＳＳ ＳＨＡＲＥ]で

レポート化が進んでおります能動解析の結果、干渉を受ける時間率の許容値が１％と定

められているんですが、これに対して検討結果は０.０１％の解析結果が示されており

ます。ということで、共用可能という結果に至っております。 

 次、お願いします。１０ページ目につきましては、以上の状況を踏まえまして、技術

的条件を第３章に取りまとめて、これを表にしております。 

 一般的な条件といたしましては、周波数は９２から１００ＧＨｚ、変調方式はＦＭ－

ＣＷ、電波防護指針への適合につきましては、電波法施行規則第２１条の４を満たすと

しております。 

 無線設備の技術的条件につきましては、周波数の許容偏差、占有周波数帯域幅の許容

値につきましては、指定周波数帯域によるため、特に規定しておりません。空中線電力

は最大１００ミリワット、等価等方輻射電力は規定しておりません。空中線系につきま

して、送信空中線の絶対利得は４４ｄＢｉ以下とすること。そして、送信空中線の水平

面、垂直面の主輻射の角度の幅は５度以下であることとし、主輻射方向は、水平面より

主輻射方向の角度の幅より大きく下向きにすることと示しております。偏波は規定して

おりません。空中線電力の許容偏差は、上限５０％、下限５０％以内とすること。送信

スペクトラムマスクにつきましては、同一帯域、隣接周波数帯域を使用する全ての他業

務との共用検討に基づく保護の観点によりまして、帯域外輻射につきましては、必要周

波数帯域内の上限及び下限周波数の電力値に対して－７０ｄＢｃの電力比としており

ます。チャネル配置は特段規定しておりませんが、帯域幅が５.９ＧＨｚ以下として使用

する場合、９４から９４.１ＧＨｚを避ける周波数配置が望ましいとしております。また、

この表の下に※印で記載しておりますが、帯域外領域における不要発射の強度の許容値、

スプリアス領域における不要発射の強度の許容値についても、搬送波平均電力の７０ｄ

Ｂ下としております。 

 次のページでございます。これは今後の課題、干渉回避の機能などについてまとめて
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ございます。９０ＧＨｚ滑走路面異物検知レーダーの無線設備につきまして、周波数共

用の促進及び周波数有効利用に資するための機能といたしまして、同一システム同士の

共用可能とするための同期機能の具備、レーダーが検知しようとする方向以外に向いた

場合は電波の発射を停止する機能の具備、ブランキング等と呼ばれております。これを

設けることとしているものです。これらの機能につきましては、民間標準規格で規定さ

れることが適当としてございます。 

 また、第４章といたしまして、今後の検討課題を記載しております。本検討といたし

ましては、国際的に無線標定業務に分配されております９２から１００ＧＨｚの周波数

帯を対象として実施したものでございます。９５から１００ＧＨｚの無線航行業務の分

配も含まれております。無線標定業務である滑走路面異物検知の用途以外にも、無線航

行の用途も想定されておりまして、無線標定業務以外の用途に用いる際に、新たな技術

的条件等が必要となった場合、追加の検討を行う必要があるとしてございます。 

 このスライド以降、審議経過、委員名簿、作業班名簿を参考でおつけしてございます

が、以下の説明は省略させていただきます。 

 本委員会報告書は、本年２月２０日から３月２１日にかけましてパブリックコメント

を実施いたしました。その結果、個人３名、法人３社ほか１名から御意見をいただきま

して、１件、誤記の御指摘がありましたので、反映いたしました。ほかは特段、報告書

の変更を求める御意見ではございませんでした。 

 説明は以上でございます。長々、失礼いたしました。御審議のほど、どうぞよろしく

お願いいたします。 

○尾家分科会長  どうもありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきま

して、御意見、御質問がございましたら、チャット機能にてお申し出をお願いいたしま

す。いかがでしょうか。 

 高田委員、お願いいたします。 

○高田委員  東工大の高田です。ご説明ありがとうございます。教えていただきたいの

ですが、一つは、覆域幅を広げたときに下に向けるという御説明の中で、半値幅より大

きく下げるという御説明があったと思うのですが、半値幅だとメインビームから３デシ

しか下がらないので、干渉抑圧という意味では結構影響があるのかなと思ったのですが、

もしかして私の聞き違いかもしれないと思って、そこの考え方について一つお伺いした

いことがありました。 
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 もう一つは、非常に周波数が高いので、特に今回、地球探査衛星との干渉検討という

ことで、入射角が非常に、表面に並行に近いのですが、滑走路面の凹凸によって生じる

ような拡散散乱みたいなものが割と違う角度の方向に伝搬していくようなものという

のはもともと想定する必要がないのかどうかというのがちょっと気になりましたので、

教えていただければと思って質問しました。 

○小瀬木主査  まず、拡散散乱につきまして、滑走路面の凸凹に対して周波数が非常に

近いところまで来ておりますので、散乱につきましては、御指摘のとおり、いろいろな

方向に出てまいります。作業部会の皆様の御審議の中で、いろいろなデータを検討いた

しました結果、２２ｄＢ以上の減衰はあるということが確認されておりまして、いろい

ろな方向への拡散の影響につきましては十分低くなるであろうということが言われて

おります。 

 それからもう一つ、アンテナの方向につきまして、半値幅のところで水平面が少なく

とも半値幅のところに来るようにというところで、この数字を前提にいろいろな検討が

行われております。最初に１度のアンテナを使ったときにこのような検討が行われてお

りまして、その結果をそのまま使えるということもございまして、５度にしたときも、

やっぱり半値幅のところが水平面より上に行かないようにということをここで定める

ことで、安全側の検討になるということを担保しようという検討でございました。 

○高田委員  承知いたしました。検討条件の中でもう反映されているということで理解

しました。 

 また、あと、拡散散乱も含めてマイナス２２ｄＢということも理解できました。どう

もありがとうございました。 

○小瀬木主査  ありがとうございます。 

○尾家分科会長  ありがとうございます。そのほか、御質問ございませんでしょうか。

いかがでしょうか。 

 それでは私も、素人質問で申し訳ありません。最初に１ページ目で背景の御説明があ

りまして、２０００年に大きな事故があって、今回、こういう検討がなされたというこ

とです。かなり時間が経過しているような印象も受けまして、２ページ目も、操縦士の

方、整備士の方、管制官などの通報にかなり依存しているような状況であるとお聞きし

たのですが、この辺り、やっぱりレーダーの検知、カメラ確認などに関する技術的な困

難さというのがこれまであったところもあるのでしょうか、教えていただければと思い
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ます。 

○小瀬木主査  御質問ありがとうございます。ミリ波のレーダーを使うことで、細かな

部品が見える、落下物が見えるということは昔から言われていることですが、実際、十

分な性能を持つミリ波のレーダーをつくること自体が非常に困難なものでございまし

た。もちろん、ある程度の性能のものはできてきていて、２０年ほど前からあったので

すが、実際にこのようなレーダーで十分な性能を得ようとすると、滑走路の全面をスキ

ャンするために非常にたくさんの時間がかかってしまうことがございますし、２キロメ

ートル以上もある滑走路をミリ波で見るということ自体が大変なことであったと思い

ます。 

 １つブレークスルーがあったのは、２０１０年頃にいろいろ大きな変化があったので

すが、光をミリ波で変調して光ファイバーで送るＲａｄｉｏ ｏｖｅｒ Ｆｉｂｅｒと

いうものがミリ波帯域にも拡張できるという技術革新がございまして、これを使って数

百メートルしか見えないレーダーをたくさんの空港内に横に並べまして、これをミリ波

で運用します。そして、ミリ波の信号は光ファイバーに乗せてセンターに送って処理で

きる。非常にたくさんのレーダーを使うとコストが大変なのですが、このようにするこ

とによって、コストがかかる変調、復調部分を集約できるなど、いろいろなメリットが

ございました。このような技術革新が大きな変化になったと思います。 

 もちろん外国でも、ミリ波レーダーそのものをシンプルに１台のレーダーでできるだ

け頑張るという製品も幾つか、イスラエルや英国などが開発したものはございますが、

このようなものも競合相手として、現在、世界で現れてきております。 

 実際に物をつくって、カメラと連動する技術も５年ほど前にほぼ確実なものになって

きておりまして、このような技術試験事務に至ったという歴史的経緯がございました。 

○尾家分科会長  大変御丁寧にありがとうございます。 

 皆さん、ほかにございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、皆様からの御意見、御質問がないようでしたら、定足数も満たしておりま

すので、本件は答申書（案）、資料１７９－３－３のとおり、一部答申したいと思います

が、いかがでしょうか。御異議がある場合には、チャット機能でお申し出をお願いいた

します。 

 ありがとうございます。それでは、資料１７９－３－３の答申書（案）のとおり、答

申することといたします。 
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 小瀬木主査、どうもありがとうございました。 

○小瀬木主査  ありがとうございました。 

○尾家分科会長  それでは、ただいまの答申に対しまして、総務省から、今後の行政上

の対応について御説明を伺えるということですので、よろしくお願いいたします。 

○今川総合通信基盤局長  今川でございます。 

 本日は、重ねて一部答申をいただきまして、厚くお礼申し上げます。本日答申をいた

だきました９０ＧＨｚの滑走路面異物検知レーダーにつきましては、滑走路面の異物検

知の正確性及び迅速性が向上し、特に離発着回数の多い空港への導入効果が高いものと

考えております。本システムの導入が進むことで、航空機の運行の安全がこれまで以上

に高まることを期待しております。総務省といたしましては、本日いただいた答申を基

に、速やかに関係制度の改正を行い、制度化を進めたいと考えております。 

 尾家分科会長、本日御説明いただきました航空・海上無線通信委員会の小瀬木主査を

はじめとしまして、委員、専門委員の皆様に重ねてお礼を申し上げますとともに、引き

続き、今後とも御指導を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○尾家分科会長  今川局長、どうもありがとうございました。 

 それでは、以上で本日の議題は終了いたしました。 

 この機会に、委員の皆様から何か御意見等ございませんでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

 それでは、事務局から何かございますか。 

○片山総合通信管理室長  事務局からも特にございません。 

○尾家分科会長  はい、承知しました。 

 

閉  会 

 

○尾家分科会長  それでは、本日の会議を終了させていただきます。 

 次回の日程につきましては、事務局から御連絡差し上げますので、皆様、よろしくお

願いいたします。 

 以上で閉会といたします。本日も大変ありがとうございました。 


